
今回は、要介護認定の仕組みや運営状況などについてお知らせします。 

生活保護を受給 
していますか 
いいえ 

世帯の方全員が市 
民税非課税ですか 

いいえ 

ご本人が市民税 
非課税ですか 

いいえ 

合計所得金額は 
200万円未満ですか 

いいえ はい 

はい 

はい 

はい 
はい 

いいえ 

ご本人が老齢福 
祉年金を受給し 
ていますか 

平成15年度　介護保険料（年額） 

段　階 

第１段階 

第２段階 

第３段階 

第４段階 

第５段階 

対　象　者 

生活保護を受給している方、市民税
世帯非課税で老齢福祉年金を受給
している方 

本人および世帯全員が市民税非課
税の方 

本人が市民税非課税の方 
（世帯内に市民税課税者がいる場合） 

本人が市民税課税者で平成14年中
の合計所得金額が200万円未満の方 

本人が市民税課税者で平成14年中
の合計所得金額が２００万円以上の方 

保険料（年額） 

18,100円 

27,100円 

36,200円 

45,200円 

54,300円 

③医師の意見書 

市の担当者や介護支援専門員が訪
問し、心身の状態に関する項目と
医療に関する項目について、本人
と家族に聞き取り調査を行い、全
国共通の調査票に記入します。 
 

②訪問調査 

市の窓口に、介護保険の保険証を
添えて、要介護認定の申請書を提
出します。本人や家族のほか、居
宅介護支援事業者や介護保険施設
に申請を代行してもらうこともで
きます。 

①申請書の提出 

一次判定結果と訪問調査の特記事項、
医師の意見書をもとに、保健、医療、福
祉の専門家で構成する介護認定審査
会が審査し、要介護度が最終的に判
定されます。 

②の訪問調査の
結果をコンピュ
ータ処理し、要
介護度が判定さ
れます。 

④一次判定 ⑤二次判定 ⑥認定結果の通知 

要支援・要介護状態のめやす 

要介護状態区分 

要支援 

要介護１ 

要介護２ 

要介護３ 

要介護４ 

要介護５ 

心身の状態の例 

食事や排泄はほとんど自分でできるが、掃除などの
身の回りの世話の一部に介助が必要。など 

食事や排泄はほとんど自分でできるが、身の回りの
世話に何らかの介助が必要。立ち上がり等に支え
が必要。など 

食事や排泄に介助が必要なことがあり、身の回りの
世話全般に介助が必要。立ち上がりや歩行に支え
が必要。など 

排泄や身の回りの世話、立ち上がり等が自分ででき
ない。歩行が自分でできないことがある。など 

排泄や身の回りの世話、立ち上がり等がほとんどで
きない。歩行が自分でできない。問題行動や全般的
な理解の低下がみられることがある。など 

食事や排泄、身の回りの世話、立ち上がりや歩行等
がほとんどできない。問題行動や全般的な理解の低
下がみられることがある。など 

介護保険によるサービスは受けられませんが、生活支援事業な
ど、市が行う保健・福祉サービスの利用を検討してみましょう。 

非該当 
（自立） 

65歳以上の 
人の保険料 

40歳以上 
65歳未満の 
人の保険料 

国の負担金 

都道府県の 
負担金 

市区町村の 
負担金 

18％ 

32％ 
25％ 

12.5％ 

12.5％ 

保険料 
50％ 

公　費 
50％ 

要介護認定の流れ 

介護保険の財源 

③医師の意見書 
主治医（主治医
がいない場合は
市の指定医）が、
傷病や心身の状
態を記載します。 

原則として申請から30日以内に、
市から認定結果通知書と、結果が
記載された
保険証が届
きます。 

介護保険制度の仕組み 

在宅サービスが
利用できます 

在宅サービ
スと施設サー
ビスが利用
できます 

B日時・期間　C場所　G内容　I問い合わせ

平成15年９月10日　（２）
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高
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が
い
課

蕁
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４
４
３
・
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介
護
保
険
制
度
は
、
国
や
県
、
市

が
負
担
す
る
公
費
と
40
歳
以
上
の
市

民
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
く
保

険
料
を
財
源
と
し
て
運
営
し
て
い
ま

す
。
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
十
分
に
整
え

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
そ
し
て
、

介
護
が
必
要
と
な
っ
た
と
き
に
は
、

だ
れ
も
が
安
心
し
て
サ
ー
ビ
ス
を
利

用
で
き
る
よ
う
に
、
保
険
料
は
必
ず

納
め
て
く
だ
さ
い
。

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
た
め

に
は
、
市
の
高
齢
い
き
が
い
課
に
申

請
し
て
「
介
護
や
支
援
が
必
要
で
あ

る
」
と
の
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
必

要
で
す
。
窓
口
に
申
請
す
る
と
、
訪

問
調
査
や
審
査
を
経
て
、
介
護
が
必

要
な
状
態
か
ど
う
か
、
ま
た
ど
の
く

ら
い
の
介
護
が
必
要
で
あ
る
か
が
決

ま
り
ま
す
。

介
護
認
定
が
受
け
ら
れ
る
の
は
、

65
歳
以
上
の
人
（
第
1
号
被
保
険
者
）

と
、
40
歳
か
ら
65
歳
未
満
（
第
２
号

被
保
険
者
）
で
、
初
老
期
痴
呆
や
脳

血
管
障
害
な
ど
、
老
化
に
伴
う
病
気

に
よ
っ
て
介
護
等
が
必
要
に
な
っ
た

方
で
す
。

要
支
援
・
要
介
護
と
認
定
さ
れ
る

と
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
利
用
を

開
始
す
る
前
に
、
利
用
す
る
サ
ー
ビ

ス
の
内
容
を
具
体
的
に
盛
り
込
ん
だ

居
宅
ま
た
は
施
設
サ
ー
ビ
ス
計
画

（
ケ
ア
プ
ラ
ン
）
を
作
る
こ
と
が
必
要

で
す
。

な
お
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
の
場
合
は
、

依
頼
し
た
居
宅
支
援
事
業
者
名
を
市

に
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

介
護
保
険
は
皆
さ
ん
の
保
険
料
で
運
営
さ
れ
て
い
ま
す 




